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目標 MDGs のターゲット年が 2015 年に迫り、ポス







































































































































































































































































































しているが、こうした問題提起に私は深く共感する2。   
最後に、グローバル化に対抗する概念としてロー




















8300 万～2 億 2700 万㌶もの土地が獲得または借用











































































































                                                   




































地利用計画法（Land Use Planning Law, 2007）が
コミュニティーの土地の認定速度を遅らせている。
未所有で使用中の土地の定義が 1999 年の Land Act






























































































社 9 位に日本企業が入っているが上位 5、6 社はほと















































                                                   
9 久野秀二（2012）「誰がタネを制するか？ 種子ビジネスの
現状と対抗運動の可能性」（農業と経済、78 巻 12 号 [特集: 知










































































































































































                                                   
11 朝日新聞（2013 年 5 月 29 日）「眠れる大地『緑の実験』
モザンビーク穀倉化計画 日本ブラジル例に支援 貧しい農
民強制移転懸念」、東京新聞（6 月 4 日）「アフリカ開発会議
閉幕 『相互に恩恵』思惑ずれ 穀物生産計画には反発」、














































                                                                                      










































































































































































































































































冒頭に大林さんが触れた TICAD V であるが、そ
のスローガンは「躍動のアフリカと手を携えて」で































































それぞれ 4 人の方にお伺いしたい。 
 


























































































































紹介した FAO の ITPGR であり、これは生物多様性
条約と並行したものとしての、農作物のみを対象と
した国際条約である。日本が今国会で加盟について
































































































2. “Legal and Ethical Implications of Land Grabbing"（アンドレアス・ニーフ、京都大学） 
3. 「農業投資と農民主権～種から考える」（西川芳昭、龍谷大学） 
4. 「農業開発援助と農民主権～モザンビークを中心に」（舩田クラーセンさやか、東京外国語大学） 





本年 6月 1 日-2日には、1993年から 5年に一度開催されてきたアフリカ開発会議（TICAD）の第 5
回会議が横浜市で開催される。開発援助の風景を大きく変え、アフリカに焦点を当てたミレニアム開



























































 “Legal and Ethical Implications of Land Grabbing: Focus on Africa" 
土地争奪の法的・倫理的示唆～アフリカを中心に～ 
京都大学 アンドレアス・ニーフ Andreas Neef 
Land grabbing, Sub-Saharan Africa, land legislation, voluntary guidelines, “green grabbing” 
 
Land grabbing – or large-scale land acquisition and leases – is defined as the buying or 
leasing of large tracts of land, mainly in developing countries, by domestic and transnational 
companies, sovereign wealth funds, and rich and/or powerful individuals. Land grabbing became a 
particularly hot topic following the global food price crisis in 2007/08. Agricultural investors and 
speculators consider large-scale land acquisitions and leases as a profitable way to secure supplies of 
food, feed, fuel and fibre or simply as resources for speculative purposes, particularly in countries with 
weak protection of customary land rights and bad governance structures.  
Africa is the region that has been most targeted by international investors. The Land Matrix 
Portal, an international initiative that monitors global land grabs, has recorded 754 land deals in Africa 
covering 56.2 million ha (Anseeuw et al. 2012). The six most affected countries in Africa are Ethiopia, 
Sudan, Madagascar, Mozambique, Tanzania and Benin. Much of the acquired land is declared as 
‘unused’ or ‘wasteland’ by host governments and investors. However, in most cases, the acquired land 
was previously used by farmers and communities without official land titles or by nomadic livestock 
keepers under customary and communal legal systems. Consultations with local stakeholders – if 
conducted at all – are often pro-forma, one-off events dominated by investors and/or local elites 
(Vermeulen and Cotula 2010). 
In this presentation, I will first discuss the main drivers of the current land grab phenomenon 
in Sub-Saharan Africa and put them into historical perspective. I will claim that the recent promotion of 
biofuels in the European Union has been one of the principal driving forces for land grabs, particularly 
in West Africa and Eastern Africa (cf. Matondi et al. 2011). I will then sketch out the major mechanisms 
of land grabbing and describe its impacts on local livelihoods and the environment, based on a review 
of the recent literature (e.g. Allan et al. 2013). I will argue that neither national land legislation nor 
voluntary guidelines developed by international organizations are currently sufficient to control land 
grabbing in meaningful ways. 
In the final part of my presentation, I will present two cases of “green grabbing” in Tanzania, 
where local people are at risk of losing their customary rights due to nature conservation efforts and 
carbon sequestration projects supported and initiated by an international environmental NGO and a 
Norwegian reforestation company. I will close with some reflections on the ethical implications and 
dilemmas of the land grabbing phenomenon in Africa. 
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地争奪に関するモニタリングを行う The Land Matrix Portal によると、754 もの土地売買がアフリカ







(Vermeulen and Cotula 2010)。 
本報告では、はじめに現在のサハラ以南アフリカにおける土地争奪の主な推進力が何かを考え、歴
史的視点に落とし込んでいく。特に西アフリカや東アフリカにおいては、最近 EU が行ったバイオ燃
料の普及促進が土地争奪の主な推進力になっていることを議論する(cf. Matondi et al. 2011)。その上
で、土地争奪の主要なメカニズムを描きだし、近年の文献をもとに現地の家庭や環境に対する影響に
ついて明らかにする (e.g. Allan et al. 2013)。各国の土地法や国際機関が作ったボランタリー・ガイド
ラインでは、意味ある形で土地争奪を取り締まることは十分にできないことを議論する。 
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って示し、食料確保だけでなく国際的プレゼンス向上に努めようとした（NHK 2010; 麻生 2009）。 
以上を踏まえ、2009 年 7 月 G8 ラクイラサミットに向けた麻生太郎総理寄稿文で、「規制的なアプ
ローチは良い投資を抑制する可能性があり望ましくない」、「持続可能な未来の唯一可能な解決策は
投資」と表明した（麻生 2009）。さらに外務省は、同サミット首脳声明に、①国際農業投資の原則、
②ベスト・プラクティスに関する共同提案の策定を入れ込んだ（NHK 2010; G8 首脳宣言 2009）。そして
同年 9 月 23 日、国連総会時期のニューヨークで「責任ある国際農業投資の促進に関する高級実務者
会議」を主催し、世銀提案の「責任ある国際農業投資（RAI）七原則」について 31 か国（主として穀
物の大規模生産・輸出国）の承認を取り付けた。中身は麻生（2009）とほぼ同様で、規制を排除し、
「受入国政府、現地の人々、投資家の 3 者の利益を調和し最大化を目指す」とした（外務省 2009c）。 
（2）「熱帯サバンナ」への注目とブラジル・セラード開発を「先駆事例」とする動き 
一方、②の「良い投資の見本」として日本政府が提示したのが先述セラード開発事業であった（麻
生 2009）。その背景には、「先祖返り」という側面以外に、2 つの潮流があった。まず、2005 年に本
格的に「国連改革」を目指した外務省のブラジルへの接近である。同省はインド・ドイツとも連携し






然性を説く一方、「ギニア・サバンナ」6 億 ha の内 4 億 ha が農適地であるが 10％しか耕作されず投
資と開発が可能と発表する（WB 2009）。同じく JICA は、「アフリカには熱帯サバンナの 5 割が集中し
広大な未利用農業適地が存在。世界は新たな食料生産・輸出基地を求める（JICA, 2009 年 6 月 30 日）」
との認識を示した。両者の手本とされたのが、「熱帯サバンナ農業開発の成功例・セラード開発」で
あった（＊セラード開発は、ブラジル学術界・市民社会・農民運動によって強く批判されてきた。これも取り上げる）。   
29 
 





セラードとモザンビーク北部の「農学的な多くの共通点（JICA, 2009 年 6 月 30 日）」「類似性」であった。 
しかし、「熱帯サバンナ」とは、その一般的イメージ「草原サバンナ」ではなく、乾季雨季が明確
に分かれた気候帯のことを指し、一定の雨量があるため農業に適しているが、多くの場合セラードと
同様「森林サバンナ」地帯であった（Distributed Active Archive Center for Biogeochemical Dynamics）。また、
事業対象地のモザンビーク北部地域は、土壌の酸性が強く人口が少ないセラードの特徴と異なり、最
も肥沃で水資源に恵まれ、農業生産が盛んで人口が最多（全人口の 4 割）であった（舩田クラーセン 2013）。
モザンビークに在外公館・JICA 事務所が設置されて 10 年も満たない 2009 年、地域社会や農業の十
分な知見も経験も蓄積がないまま、合意後半年間準備調査を行っただけで、「モザンビーク北部 1400
万ヘクタール（日本耕地面積の 3 倍）を対象に、中小農民 40 万人に直接、360 万人に間接の裨益」
と喧伝される巨大事業が、食料価格高騰・G8 サミット・国連総会を経て、始動したのである。 
３．モザンビーク農民組織、市民社会からの異議申し立て 







組織や市民社会、国際 NGO 等に危機感を抱かせるようになる。これらの組織は、3 か国の関係者に
聞きとり調査を行い、JICA などに説明を求めたが懸念を一層深め、2012 年 10 月には、同国最大の
農民組織 UNAC が、「不透明で、農民組織を排除するトップダウン事業」「農民の土地収用イニシア
ティブ」と、プロサバンナ事業を批判する声明を国内外に表明した（UNAC 11Oct.2012）。 
 UNAC は、同国に経済自由化の波が押し寄せた 1987 年に、農民が自らの権利を代表・擁護し闘う
ため結成され、現在全国 8.6 万の農民と 2200 農民組織が加盟する。同連盟は、農民の土地占有権
（DUATs）と慣習法的権利の両方を重視する 1997 年土地法の制定に多大な役割を果たした(Negrão 
2003)。UNAC は JICA 報告書でも主要農民組織として紹介されるが（JICA 2000）、JICA 担当者らは同
連盟への理解がないばかりか、「一団体/一部に過ぎない」と繰り返してきた（NGO・外務省意見交換会）。 














に関する高級実務者会合」、●JICA (2008)『南部アフリカ地域援助研究会報告書』、●G8 首脳宣言（2009）、●舩田クラーセン「 変
動する世界における経済成長至上主義の席巻と内発的発展」近刊、Negrão, José (2003) “A Propósito das Relações entre as ONGs do 
Norte e a Sociedade Civil Moçambicana”、●Schlesinger, Sérgio (2012) “Cooperação e investmentos internacionais do Brasil”. ●WB 
(2009) “Notes: Africa’s Sleeping giant: prospects for commercial Agriculture in the guinea Savannah Zone and Beyond”.（詳細配布） 
企画部会「アフリカにおける内発的発展と経済成長」コメント 






































































































と言われる。だが、OECD 及び DAC 基準から
すれば、更に考慮すべき課題がある。 




OECD による日本の環境政策評価  
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【日時】2013 年 6 月 8 日（土）17:00～18:30 
 【場所】宇都宮大学 大学会館 2 階多目的ホール 
 【報告者】 
    発表１「国際貢献のためのグローバルキャリア教育 
        ―宇都宮大学国際キャリア教育プログラムの経験から」 
        友松篤信（宇都宮大学国際学部教授） 
    発表２「国際学術貢献―日本・インドネシアとの連携教育プログラムの経験から―」 
        小松崎将一（茨城大学農学部附属フィールドサイエンス教育研究センター・ 
        教授、国際交流委員長） 
    発表３「国際開発コンサルタントから見る大学教育・立命館大学・宇都宮大学での 
        経験から」 
        立山桂司（適材適所 LLC 代表）      
    発表４「教育開発分野の人材養成―広島大学の経験から―」 
        馬場卓也（広島大学大学院国際協力研究科教授） 
    発表５「農村開発リーダー育成の経験から」 
        荒川朋子（学校法人アジア学院事務局長） 
  【パネルディスカッション司会】 
       重田康博（宇都宮大学国際学部教授、同国際学部附属多文化公共圏副センタ 
       ー長、第 14 回国際開発学会春季大会実行委員長）           
    【コメンテーター】                               
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国際協力銀行(JBIC)     名古屋大国際開
発研究科、広島大
国際協力研究科 
    
2000
年代 
国際協力機構(JICA)           
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開発コンサルタント、NGO などの６分科会開催。宇都宮大 34 名、白鴎大など６大学の学生・社会人・
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っている。修士課程の 2 年間で 2 つの学位を
取得すること目標として設定している。ここ
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グラムは標準で 3 年 6 カ月かかる。修士課程
2 年に対して 3 年 6 カ月であるので、長いと
いう印象を持たれるが、プログラムを終えた
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(1) JOCV 隊員としてザンビア共和国に赴き、現地の学校や教育センターで授業実践・教 
材開発など、発展途上国支援のための活動を行う（JOCV 活動）。 
(2) JOCV 参加期間中、メールでの指導や現地集中講義など本研究科教員の指導を受ける。 
帰国後、国際教育協力や教科教育などの理論と隊員としての実践を基に修士論文をまと
める（調査研究活動）。 
(3) JOCV 参加期間を含め標準の課程として 3 年 6 カ月で修士の学位が取得できる。 
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谷口吉光       秋田県立大学地域連携研究推進センター教授 
アンドレアス・ニーフ 京都大学大学院教授 
西川芳昭       龍谷大学教授 
舩田クラーセンさやか 東京外国語大学大学院准教授 
西川潤        前国際開発学会会長 
重田康博    宇都宮大学国際学部教授・同国際学部附属多文化公共圏副センター長 
                    第 14 回国際開発学会春季大会実行委員長 
友松篤信       宇都宮大学国際学部教授 
小松崎将一      茨城大学農学部附属フィールドサイエンス教育研究センター・教授 
                      国際交流委員長 
立山桂司       適材適所 LLC 代表 
馬場卓也       広島大学大学院国際協力研究科教授 
荒川朋子       学校法人アジア学院事務局長 
田巻松雄       宇都宮大学国際学部長、宇都宮大学大学院国際学研究科長 
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